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基本要求支部代交渉を実施
必要な職場に必要な人員を本当に配置してもらわないと困ります！

「適正に」執行できる方策を早急に示せ！雇用安定にむけ行政補助員制度の抜本的見直しを
　自治労県職労は1月12日、職場代表を含めて基本要求の支部代交渉を行いました。
支部・協議会、職場代表者の発言
○昨年末に管理課の再任用が退職した。年度末・年度当初の事務もありこのままでは職場はもたない。早急に人員配置を。

○県税の納税部門では、税収確保対策で負担が増している。職員配置をお願いしたい。

○県税の課税部門では、ベテラン職員が退職すると、非常勤職員等に置き換わっている。課税は、税法や経験がないと難しい業務だ。頭数だけの問題ではない。正規職員を配置するよう要求する。

○児童相談所は、時間外が多く、メンタル不全を起こす職員が多発している。他県では、問題の起きた児相に増員されたが、問題が起きる前にきちんと必要な人員を配置すべきだ。コスト論ではない。

○企業に出向いて調査をする業務があるが、旅費予算が足りないために実施できない。業務に支障がないよう配当すべきだ。

○現場に出る仕事が多いが、旅費が足りない。旅費がないから仕事ができないというのはおかしい。必要な手当をすべきだ。

○研究職は、4級昇、5級昇が厳しい。職員のモチベーション向上のためにも、意欲の持てる昇任昇格をお願いしたい。

○民間歴のある研究員は、大学院卒に比べて昇格で不利益がある。大学院卒と同様に扱うべきだ。

○リハビリ勤務時の通勤災害等の対応は雇用主の責任だ。公務災害が適用されないなら、保険制度導入すべきだ。

○メンタルヘルス不全対策として、昨年の確定交渉で精神科医の産業医の配置が決まった。待ちの体制から一歩踏み出し、攻めの対策を行うとした職員厚生課の姿勢も評価できる。問題は、精神科医の産業医の活用方法だ。厚生労働省が示している具体的方策も参考にして、総合的な対策を構築するよう強く要求する。

○産業技術センターの独立行政法人化の動きはないか確認したい。

○現在、職業技術校の指定管理の検討の話が出ているが、10年ほど前に、「民間でできることは民間に」ということでコースの再編が行われ、公共が行うべきコースが残っているはずだ。何でこんなことが検討されるのか理解できない。

○職業技術校の指定管理問題だが、セイフティーネットを強化しなければならない時に、なぜ神奈川で俎上に上るのか理解できない。これまでも公共職業訓練の役割は確認してきたはずだ。労働行政の大幅な後退であり、連合や議会とも連携して断固反対の論陣を張る。

○県政総合センター商工業務の再編では、机上の空論で人員削減を行おうとしている。このままでは業務が宙に浮く。県民サービスの後退とならないよう丁寧な手続きを。

○不適正経理問題以降、職員が萎縮している。適正であれば仕事が回らなくても仕方ないという雰囲気。

○インフルエンザがまん延しているが、マスクやティッシュが足りなくなっても急な執行はできなくなっている。現場がうまく回るよう方策を示すべき。
○不適正経理問題で、1月以降の執行が難しくなっている。職業技術校では、卒業制作のための資材も買いにくい状況だ。

○不適正経理がらみで、「執行するなら2月前までに」といわれている。業務に支障が出かねない。仕組みを改善すべきである。

○トナーが計上物品からはずれ、購入に1、2ヶ月かかることになった。業務に支障をきたす。経理上の理由でトナーが買えなくて仕事ができないのでは本末転倒だ。

○雇用情勢が厳しい中で、やる気のある学生も多いが、機械的な「残業ゼロ運動」で、学生を定時に帰さなければならない。職業技術校の「就職をさせる」という目的を達成できない。

○職業技術校では、臨任の指導員は終了式の前日までが雇用期間。しかし、業務はその後もたくさんある。常勤職員が過重負担となっているので、現行の「空白期間」をなくしてもらいたい。

○昨年、行政補助員3年満了を迎えた方が、臨任試験に合格したが、未だに声がかからない。雇用されないのでは意味がない。

○県税でも臨任・非常勤職員が増えており、戦力となっている。しかし、当事者は不安を抱えながら仕事をしている。雇用確保をお願いしたい。

○本庁職場だが、やはり臨任・非常勤職員が多い。みんな不安を持っている。安心して働けるよう行政補助員制度を見直すべきだ。

○行政補助員を3年で切る意味はない。制度改正を。

○国会では、官製ワーキングプア対策の議員連盟が結成された。2012年には公務員制度自体が大きく変わる。国に先んじて非常勤制度を改善すべきだ。

○公正労働について。現行の入札制度では価格のみであり、低価格の業者の中には、仕事の質の劣る業者もいて担当職員が苦労する。入札制度の視点を変えるべきだ。
労務統括官回答要旨
●必要なところには必要な人員を配置していく。

●超勤手当については、必要な所属には昨年末に追加配当した。

●予算対応、議会対応で残業が減らないとのご指摘だが、県庁全体が業務の見直しをしていくという姿勢に変わりない。

●手当を払わないための残業ゼロではない。

●残業ゼロのためのサービス低下はありえない。

●時間外に県民対応を行っている場合は、当然命令されたものとして扱う。

●人員は、非正規を含めて活用していきたい。

●旅費については、年明けに追加配当した。

●休職明けの人員対応だが、リハビリ勤務等の活用や戻った職場全体での支えあいで対応していただきたい。

●メンタルヘルス不全対策での精神科医の産業医の活用は、今後相談していきたい。

●リハビリ勤務の検証は、当事者からのアンケート調査などもう少し時間がほしい。

●リハビリ勤務時の保険加入については、昨年の確定交渉でも議論した。今後も県労連の場で話し合っていく。

●昇任昇格については、勤務実績や上位職で能力が発揮できるかなど、総合的に判断して決めるが、職員のモラールの問題であることも承知している。

●人事評価システムについては、今後県労連の場で検証したい。

●キャリア開発については、職員アンケートの実施や検証は必要。改善できるものは改善したい。

●キャリア研修については、来年度に向けて意向を把握。昇格要件の緩和よりも受講できる環境づくりが重要。

●税務等の人材育成については、キャリアプランで専門分野の育成を行っていく。
●組織再編について、検証は行いたい。

●県政総合センター商工関係の再編は、県民目線でサービス低下をさせない再編にしたい。

●職業技術校の指定管理の検討については、昨年の厚生労働省通知が背景にある。すぐに踏み込んだ検討ではない。

●産業技術センターの独立行政法人化は承知していない。

●不適正経理問題について、年度末に向けて、現行制度でどういう工夫ができるのか、職員アンケートの集約を踏まえて提示したい。

●不適正経理問題で職員が萎縮しているとのお話だが、法令順守の中で何ができるのか検討する。

●行政補助員問題について、1年雇用を実質3年で運用している。ステップアップして次の仕事につなげていただきたい。公募すると多くの応募がある。広く県民に雇用の機会を与えている。

●臨任職員の次の雇用までの「空白期間」については、地公法22条の規定では、おのずと限界がある。

●再任用のフルタイム・短時間の区分は、本人意向が基本だ。

●臨任・非常勤職員、再任用職員の療養休暇の有給化は、昨年の確定交渉でも議論した。今後も県労連の場で話し合っていく。

●システムの視覚障害者対応については、既に出来上がったものの修正はコストが莫大。タイミングがあれば視点に入れる。グループウエアでは何ができるか検討している。

●本庁舎の施設整備については担当課に伝える。

●公正労働について、様々議論があることは承知している。先行自治体の例も検証したい。

●入札については、「最低制限価格」を設定している。業務の質の低下を防ぐ仕組みは必要。

まちがえちゃったハガキにもできることがある！
書き損じハガキや未使用の切手をご寄付ください

ベトナム・ラオス・カンボジアの子どもたちの支援に役立てます！

※自治労県職事務局までお送りください









